



第 7 会議室）における、日本側報告者 4 名（松原芳博、松澤伸、杉本一敏、野村健太
郎）の基調報告論稿である。






































































































































（ 7 ）　岡上雅美「刑罰正当化論から見た責任概念および意思の自由」刑法雑誌46巻 2 号（2007
年）258頁以下。
（ 8 ）　小林憲太郎『刑法的帰責』（弘文堂、2007年）43頁以下。
（ 9 ）　小林・前掲注（ 8 ）73頁以下。





































































































































































（ 5 ）　西田典之『刑法総論』（第 2 版、2010年、弘文堂） 5 頁。




























































































『あなたは自由ですか？〔初版〕』（法政大学出版局、1996）168, 192頁（原書〔第 2 版〕：Ted 
Honderich, How free are you?, 2nd.ed., 2002, pp.139-140））。
研究会報告（松原ほか）　　409
　刑罰制度に対する「懐疑論」は、最近の「脳科学」の知見によって再び勢いを


































（ 2 ）　ベンジャミン・リベット（下條信輔訳）『マインド・タイム』（岩波書店、2005）第 4 章
（原書：Benjamin Libet, Mind Time, 2004）
（ 3 ）　この問題を詳しく検討した刑法学の文献として、増田豊『規範論による責任刑法の再構
築』（勁草書房、2009）第 5 章、松村格『自由意志と刑事責任』（八千代出版、2017）など。
410　　早法 95 巻 2 号（2020）









































と に し た い
（５）








立論の代表的論者として J.M. フィッシャー（John Martin Fischer）の見解、非両














（ 6 ）　こ れ ら の 立 場 の 対 立 構 図 に つ い て は、John Martin Fischer/Robert Kane/Derk 
Pereboom/Manuel Vargas, Four views on free will, 2007の序論に、簡潔な整理がある。
（ 7 ）　ハリー・フランクファート（三ツ野陽介訳）「選択可能性と道徳的責任」門脇俊介＝野
矢茂樹編『自由と行為の哲学』（春秋社、2010）91-92頁（原書：Harry G. Frankfurt, The 
importance of what we care about, 1988, pp.6-.）。もっとも、フランクファートが挙げてい
る事例それ自体は必ずしも具体的なものではなく、他の論者も、様々なディテールを付け加
えて、独自に、具体的な「フランクファート型事例」を作り上げている（John Martin 
Fischer, The Metaphisics of free will, 1994, pp.131- ； Robert Kane, The significance of free 
will, 1998, pp.40-）。ここでは、成田和信『責任と自由』（勁草書房、2004）93-94頁で挙げら
れている事例にならって、分かりやすい「殺人」の例にした。
412　　早法 95 巻 2 号（2020）
だ。その機械は、X の脳内の生理現象をモニタリング（監視）しており、Y は、X
がどのような行為に出る決意をしたかを、X が行為に出る前に知ることができる。
更にその機械は、X の脳に電気刺激を与えることで、Y が X にさせたいと望む行
為を、X に決意させることができる。Y は、X に A を殺害させたいと考えた。そ
こで、X の脳に電気刺激を与えて、A 殺害の決意を生じさせる機会をうかがって
いた。しかし、Y が X の脳に電気刺激を与える前に、X が自分で勝手に A に殺意
を抱き、A を殺害した。
　この場合の X には、AP が存在しない。仮に、X が「A の殺害」を決意しな
かった、と仮定してみよう（例えば X が、A に対していったん抱いた殺意を規範意
識によって打ち消した、という場合を考えてみよう）。しかしその場合も、どのみち
Y が、脳に電気刺激を与えて X に「A の殺害」を決意をさせただろう。したが
って、X は「A の殺害」を決意する運命を「決定」されていたのであり、X に
























































（ 8 ）　成田『責任と自由』（前掲注（ 7 ））第 6 章は、フランクファートの言う「 2 階の意欲」
の実現を、本人の「本心」の実現、という概念で捉え直している。
（ 9 ）　H. フランクファート（近藤智彦訳）「意志の自由と人格という概念」門脇＝野矢編『自
由と行為の哲学』99頁以下（原書：H.Frankfurt, The importance of what we care about, 
pp.11-）参照。
（10）　Fischer, The Metaphisics of free will, pp.132- ； John Martin Fischer/Mark Ravizza, 
Responsibility and control, 1998, pp.34-.






















































全く売れない老いた画家 A を元気づけるために、その友人が、「A の才能が遂に
評価されて、A の絵が高値で売れた。」という嘘をついた。A は、それを信じ、
幸福感に包まれたまま死亡した。この場合、もし自分が A だったならば、次の















（12）　Kane, The significance of free will, pp.97-. なお、ここでは、原文よりも事例を単純化
している。













































ある。上の事例で言えば、X は、仮に A の殺害を決意しなかったならば、「Y の
電気刺激を受けて A の殺害を決意する」ということになったはずである（仮定的
経緯）。この仮定的経緯は、現実の経緯（「X が自分で A の殺害を決意する」）とは
異なっている。だから、X には AP（他の経緯を選択する可能性）があった、とい
うのである。








　第 2 に、この事例の X は、自分の意思によって、「自分の決意で A を殺害す













































必要条件ではない」（前掲注（ 5 ））、竹川俊也『刑事責任能力論』（成文堂、2018）第 2 部第
3 章など。
（16）　フィッシャーの言い方に従って精確に言えば、行為者が現実の行為とは異なる行為に出
るという可能世界が、何か 1 つは（some）存在する、ということである（Fischer, The 




でいるが（Fischer/Ravizza, Responsibility and control, pp.69-）、ここでは詳細は省略する。
（17）　ローレンス・R・タンクレディ（村松太郎訳）『道徳脳とは何か - ニューロサイエンス

































































（ 1 ）　遠藤邦彦「量刑判断過程の総論的検討」大阪刑事実務研究会編『量刑実務大系第 1 巻』
（2011年）87頁以下、司法研修所編『裁判員裁判における量刑評議の在り方について』（2012
年） 6 等参照。
（ 2 ）　紹介として、松澤伸「スウェーデンにおける刑罰の正当化根拠と量刑論」罪と罰51巻 3
号（2014年）76頁以下等。



















































































（ 5 ）　本庄武「量刑責任の刑罰限定機能について（ 1 ）」一研24巻 1 号（1999年）103頁、城下
裕二『量刑理論の現代的課題〔増補版〕』（2009年）263頁等。

































（ 8 ）　小池信太郎「量刑における消極的責任主義の再構成」慶應法学 1 号（2004年）312頁。





























































































4 4 4 4 4
正当化すべき負担
を裁判官に課すことにより、安易な予防的考慮を抑制すべきだとの考えに至りま
した。それが量刑における責任原理の要請であり、被告人の権利を保障する最も
現実的な方法だと考えています。
